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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により引き続き厳しい状況にあり、持ち直しの動

きが一服している。生産活動は横ばい圏内の動きとなっている。需要面をみると、個人消費

は、持ち直しの動きに弱さがみられる。住宅投資は、弱含みとなっている。設備投資は、下

げ止まっている。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いてい

る。観光は、厳しい状況が続いているが、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数と

負債総額が前年を上回った。消費者物価は、９か月連続で前年を上回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２．１ポイン

ト上回る５２．７と２か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を２か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．８ポイント上回る５３．２となった。

３月の鉱工業生産指数は９０．８（季節調整済

指数、前月比＋３．１％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では＋２．５％と１３か

月連続で上昇した。

業種別では、金属製品工業など１０業種が前

月比上昇となった。食料品工業など５業種が

前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～９か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比２．１％）は、２か月ぶりに前年を

上回った。

百貨店（前年比１．７％）は、すべての品目

が前年を上回った。スーパー（同＋２．２％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．０％）

は、５か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、１８，２０６台

（前年比▲１５．８％）と９か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲６．１％）、

小型車（同▲２０．９％）、軽乗用車（同▲２１．４％）

となった。

２０２１年度累計では、１３９，８６８台（前年比

▲９．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１．２％）、小型車（同▲１５．８％）、

軽乗用車（同▲１１．６％）となった。

３月の札幌ドームへの来場者数は、１１９千

人（前年比１６．４％）と２か月ぶりに前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球１０５千人

（同５１．９％）、サッカー９千人（同▲４．２％）、

その他が５千人（同▲７９．４％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲

3

千戸 ％

0

1

2

3

7

6

-40

-30

-20

-10

0

10

30

22022/11211109876542021/3

5

20

4

６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

３月の住宅着工戸数は２，４９２戸（前年比

▲６．１％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１６．３％）、貸家

（同▲８．６％）、給与（同▲７４．１％）、分譲（同

＋２８．０％）となった。

２０２１年度累計では３２，０９１戸（前年比

＋１．０％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋５．０％）、貸家（同▲４．８％）、

給与（同＋６９．３％）、分譲（同＋５．２％）と

なった。

３月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１６０，２４５㎡（前年比＋１１．７％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋５２．３％）、非製造業（同＋８．５％）であっ

た。

２０２１年度累計では、１，７３１，７６５㎡（前年比

▲６．５％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１３．８％）、非製造業（同

▲５．８％）となった。

４月の公共工事請負金額は１，８４７億円（前

年比▲９．８％）と４か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋１６．９％）、その他（同＋２４．８％）が前年を

上回った。国（同▲４０．３％）、道（同

▲１１．４％）、市町村（同▲２４．１％）、地方公社

（同▲６３．６％）が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～５か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１３か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道者数

は、６３９千人（前年比＋４１．９％）と５か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋４９．２％）、JR（同▲１２．９％）、フェ

リー（同＋７．８％）となった。

２０２１年度累計では、６，３７６千人（同

＋３８．６％）と前年を上回っている。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

３月の貿易額は、輸出が前年比＋２７．４％の

３５２億円、輸入が同＋４３．０％の１，３８０億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、石油製品、魚介類・同調製

品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、再輸入品、とうもろ

こしなどが増加した。

輸出は、２０２１年度累計では３，３６７億円（前

年比＋５２．９％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は４か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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総合
生鮮食品除く総合

食品およびエネルギー除く総合

％

397.0

98.0

102.0

100.0

99.0

3.0

101.0 2.0

1.0

-2.0

-1.0

0.0

22022/11211109876542021/3

2020年
＝100.0

１４．消費者物価指数～９か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０３倍（前年比＋０．０７ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１．９％と１３か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１４．９％）、製造業（同＋２３．２％）な

どが前年を上回った。卸売業・小売業（同

▲２７．７％）が前年を下回った。

４月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

＋３３．３％）、負債総額が４９億円（同＋１８１．５％）

だった。負債総額は４か月連続で前年を上

回った。

業種別では製造業が４件、建設業、卸売

業、小売業、サービス・他が各２件などと

なった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は９件

であった。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．６（前月比＋０．７％）となっ

た。前年比は＋１．３％と、９か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（３月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋４．０％、前年同

月比＋３４．４％となり、ガソリン価格は前月比

＋３．０％、前年同月比＋１９．２％となった。

道内経済の動き
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１．従業員の過不足感
雇用人員判断DI（△４０、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同
期比１０ポイント低下し、人手不足感は４
年ぶりに強まった。全ての業種で雇用人
員判断DIが低下し、ホテル・旅館業を
除く７業種で「不足企業の割合」が「過
剰企業の割合」を上回る結果となった。
＜図１＞

２．今春の新卒採用状況
今春に「新卒採用した企業」（３９％）は
前年から５ポイント上昇した。＜図２＞
採用予定人数に対する充足率は、「予

定通り」の企業が４６％（前年同期比△２
ポイント）と前年比低下した。非製造業
の充足率は前年を上回ったものの、製造
業は前年を下回る結果となった。＜表
３＞＜図６＞

３．今後１年間の従業員の増減見通し
雇用方針DI（「増員する企業の割合」

－「減員する企業の割合」）は＋１８（前
年同期±０）と横ばいとなった。４業種
で雇用方針DIがプラスに転じ、全ての
業種で「増員する企業の割合」が「減員
する企業の割合」を上回る結果となっ
た。２０２２年も人員確保の動きは続く見込
み。＜図３＞＜表８＞

特別調査

企業の人手不足感は４年ぶりに強まる
２０２２年 道内企業の雇用動向と新卒採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新卒採用状況（新卒採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
２０２２年度の雇用動向と新卒採用について

回答期間
２０２２年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

＜表１＞項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 ＜図４＞
雇用人員判断DI（△４０）は前年比１０ポイント低下した。全ての業種で
人手不足感が強まった。特に建設業（△６２）や運輸業（△６４）で人手
不足が続く一方で、ホテル・旅館業（＋６）は依然人員過剰となった。

�今春の新卒採用状況 ＜図５＞
「今春新卒採用を実施した」企業の割合（３９％）は前年比５ポイ
ント上昇した。全ての業種で上昇したが、特に製造業（３７％）で
は９ポイント上昇となった。

�新卒採用内定者の評価 ＜表２＞ 「良い人材を採用できた」企業の割合（５３％）は前年比１ポイン
ト低下した。

�採用予定人数に対しての
充足率

＜表３＞
「予定通り」の企業の割合（４６％）は前年比２ポイント低下し
た。非製造業（５０％）は２ポイント上昇したものの、製造業
（３７％）は８ポイント低下した。

�企業の新卒採用決定要因＜表４＞
「将来の人手不足に備える」（６６％）は前年比４ポイント低下し
た。ホテル・旅館業（５６％）や運輸業（６７％）で低下が目立っ
た。「人材確保の好機である」（５０％）は全体の２位に浮上した。

�今春新卒採用しなかった
企業の理由

＜表５＞
「随時、中途採用する」（５９％）が前年比４ポイント上昇し、全業
種で１位となった。「現従業員で十分である」（２７％）は前年比６
ポイント低下した。

�新卒採用実施企業の中途
採用計画

＜表６＞ 「必要があれば随時、中途採用する」（８７％）は前年比７ポイント
上昇し、高水準が続いている。

	採用する際の重視項目 ＜表７＞
「協調性」（８１％）が前年比６ポイント上昇した。以下「積極性」
（７６％）、「コミュニケーション能力」（７３％）、「誠実性」（６３％）が
続いている。


今後１年間の従業員の増
減見通し

＜表８＞
雇用方針DI（＋１８）は前年比±０ポイントと横ばいとなった。製造業（＋１０）は３
ポイント低下した一方、非製造業（＋２２）は２ポイント上昇した。食料品製造業、
木材・木製品製造業、運輸業、ホテル・旅館業の雇用方針DIがプラスに転じた。

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７０ １００．０％
札幌市 １３７ ３７．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８２ ２２．２
道 南 ３３ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １５．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ５９ １５．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９９ ３７０ ５２．９％
製 造 業 １９８ １１９ ６０．１
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３７ ６１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２０ ５４．１
非 製 造 業 ５０１ ２５１ ５０．１
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ４９ ４９．０
小 売 業 ９７ ４２ ４３．３
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

調 査 要 項

特別調査
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＜図 4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=347）
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＜図 5＞今春の新卒採用状況（n=363）
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※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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2019 20222021202020182017201620152014201320122011201020092008200720062005

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５３ ４６ ４６ ４０ ４７ ５０ ５５ ６６ ４６ ６０ ３８ ５６ ４７
（５４）（３２）（４４）（２５）（２９）（２５）（６２）（７１）（４６）（７１）（５７）（６０）（５０）

�従来と変わらない ４２ ４６ ５４ ２０ ４７ ５０ ４０ ３１ ４６ ４０ ６３ ４４ ４２
（３７）（５５）（５６）（５０）（５７）（５０）（３１）（１９）（５５）（２９）（２９）（４０）（３８）

�良い人材を採用できず ５ ８ － ４０ ７ － ４ ３ ９ － － － １１
（９）（１３）（－）（２５）（１４）（２５）（７）（１０）（－）（－）（１４）（－）（１３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定通り ４６ ３７ ３１ １７ ４０ ５７ ５０ ５２ ６７ ４７ ３３ ５６ ４２
（４８）（４５）（５６）（２５）（５０）（２５）（４８）（５３）（４６）（３６）（５７）（４０）（５０）

�９割台 ７ １０ １５ － １３ － ５ １０ ８ － － － ５
（１０）（７）（－）（－）（１４）（－）（１１）（３）（２３）（１４）（１４）（４０）（６）

�７～８割台 １７ １５ １５ ３３ １３ － １８ ２３ ８ ２０ １１ １１ ２１
（１５）（１９）（２２）（５０）（７）（２５）（１４）（６）（２３）（２１）（－）（２０）（１９）

�５～６割台 ２１ ２９ ３１ １７ ２７ ４３ １７ １３ １７ ２０ ３３ ２２ １１
（１３）（１３）（２２）（－）（７）（２５）（１４）（１８）（－）（２１）（－）（－）（１９）

�３～４割台 ３ ２ ８ － － － ３ ３ － － １１ １１ －
（４）（３）（－）（－）（７）（－）（５）（９）（－）（－）（１４）（－）（－）

�１～２割台 ２ ５ － １７ ７ － １ － － ７ － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（７）（－）（－）（－）

�１割未満 ５ ２ － １７ － － ６ － － ７ １１ － ２１
（９）（１３）（－）（２５）（１４）（２５）（８）（１２）（８）（－）（１４）（－）（６）

＜表２＞新卒採用内定者の評価（n=133）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表３＞採用予定人数に対しての充足率（n=136）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜図６＞採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ①
６６ ６２ ３９ ６７ ７５ ７１ ６８ ６７ ６７ ６７ ６７ ５６ ８０
（７０）（５８）（４４）（７５）（６４）（５０）（７４）（８３）（５７）（６２）（８６）（１００）（６７）

�人材確保の好機である
② ③ ① ① ③ ② ② ③ ② ② ① ③
５０ ５０ ６２ ６７ ３８ ４３ ５０ ５５ ５０ ４７ ３３ ７８ ４０
（５０）（４５）（７８）（２５）（３６）（２５）（５２）（４６）（５７）（７７）（４３）（２０）（５３）

�年齢構成の改善を図る
③ ② ② ③ ② ③ ② ③ ②
４９ ４８ ５４ ３３ ５０ ４３ ５０ ４９ ５８ ４０ ２２ ４４ ７０
（５５）（４８）（５６）（２５）（４３）（７５）（５７）（６６）（２９）（６９）（４３）（２０）（７３）

�業績の推移を重視する
③ ② ②

３２ ３６ ３１ １７ ４４ ４３ ３１ ３０ ２５ ２７ ３３ ５６ ２５
（２３）（１３）（１１）（－）（２１）（－）（２７）（２９）（２１）（１５）（２９）（６０）（２７）

�生産販売部門の強化を
図る

② ② ① ② ② ③
３１ ５５ ５４ ６７ ５０ ５７ ２１ ２７ ２５ ４０ ０ ０ １５
（３０）（５８）（４４）（１００）（５７）（５０）（２０）（２６）（１４）（２３）（－）（－）（２７）

�事業の拡大を図る
②

１９ ２６ ２３ ３３ ２５ ２９ １６ １２ １７ ２７ ３３ １１ １０
（１９）（１６）（１１）（２５）（１４）（２５）（２０）（１７）（２１）（２３）（１４）（２０）（２７）

�景気動向を重視する
②

１４ ７ － － １３ １４ １６ ２７ － － ３３ １１ １５
（５）（７）（－）（２５）（７）（－）（５）（６）（－）（－）（－）（２０）（７）

	退職者の補充にとどめ
る １２ １４ ２３ － ６ ２９ １１ ３ １７ １３ １１ １１ ２０

（１２）（１０）（１１）（２５）（－）（２５）（１２）（９）（２１）（１５）（－）（－）（２０）


その他 １ ２ － １７ － － － － － － － － －
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（－）（－）（１４）（－）（７）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５９ ６２ ５９ ８１ ６５ ３９ ５７ ５３ ６１ ４６ ６７ ５６ ６２
（５５）（５５）（５３）（５７）（６３）（４７）（５５）（７１）（４６）（３５）（８１）（３６）（６０）

�現従業員で十分である
② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
２７ ３２ ３６ ３１ ３５ ２３ ２４ ８ ２５ ４２ ２２ ４４ ２４
（３３）（３２）（３０）（３６）（３７）（２７）（３３）（７）（５０）（５８）（１９）（６４）（１０）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

②
１９ １４ ９ １３ １５ ２３ ２２ ４２ １７ ２１ １７ － １０
（１７）（１４）（１３）（－）（２１）（２０）（１８）（３６）（５）（１５）（６）（２１）（２０）

�教育・訓練に時間がか
かる

②
１２ １１ ５ １３ ５ ３１ １３ １６ ６ １３ １７ ２２ １４
（１２）（８）（－）（２１）（５）（１３）（１３）（１６）（１８）（４）（１３）（－）（２０）

�パート・アルバイトを
活用する １２ １３ ２７ ６ － １５ １１ ３ ８ ２１ － ３３ １９

（１１）（１２）（２３）（７）（－）（７）（１０）（４）（２）（１９）（６）（４３）（１０）

�採用する余裕がない
②

１１ １６ １８ １３ ５ ３１ ９ ５ ８ ８ ６ ２２ １４
（１１）（１４）（１３）（１４）（－）（３３）（９）（４）（１１）（１９）（１３）（７）（－）

�その他 ６ ３ ５ － ５ － ８ １６ ８ ４ ６ － －
（６）（８）（１０）（７）（５）（７）（５）（９）（２）（－）（６）（７）（５）

＜表４＞企業の新卒採用決定要因（複数回答n=140）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表５＞今春新卒採用しなかった企業の理由（複数回答n=217）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時、中
途採用する

８７ ８６ ８５ １００ ７５ １００ ８７ ９４ ６７ ８０ １００ １００ ８１
（８０）（７７）（６７）（７５）（８６）（７５）（８１）（８６）（７１）（７９）（７１）（８０）（８７）

�中途採用はしない ４ ５ ８ － ６ － ３ － － － － － １４
（４）（７）（２２）（－）（－）（－）（３）（６）（７）（－）（－）（－）（－）

�未定 １０ １０ ８ － １９ － １０ ６ ３３ ２０ － － ５
（１６）（１６）（１１）（２５）（１４）（２５）（１５）（８）（２１）（２１）（２９）（２０）（１３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３１ ２４ ２１ ２７ ３３ １０ ３４ ４４ ２５ ３３ ２２ ２８ ３７
�変わらない ５７ ６２ ６１ ６４ ６１ ６５ ５４ ３９ ６５ ６２ ５９ ５０ ６１
�減員する １２ １４ １８ ９ ６ ２５ １２ １７ １０ ５ １９ ２２ ２
雇用方針DI（A－C） １８ １０ ３ １８ ２８ △１５ ２２ ２８ １５ ２９ ４ ６ ３４

前年同時期DI １８ １３ △３ △５ ３２ ３２ ２０ ３８ １７ １０ △１７ △１８ ３９

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
① ① ① ① ① ① ② ③ ① ① ① ② ②
８１ ９１ ８５ ６７ １００ １００ ７６ ８１ ８３ ７３ ７８ ５６ ７５
（７５）（８４）（１００）（７５）（７１）（１００）（７２）（７２）（８６）（６４）（７１）（４０）（７５）

�積極性
② ② ① ① ② ① ③ ① ② ③ ① ②
７６ ８１ ８５ ６７ ７５ １００ ７３ ８８ ６７ ６７ ７８ ５６ ６５
（７７）（８１）（６７）（７５）（８６）（１００）（７６）（８１）（７９）（６４）（１００）（６０）（６９）

�コミュニケーション能
力

③ ① ③ ① ① ② ① ① ① ①
７３ ５７ ４６ ６７ ５６ ７１ ７９ ８８ ６７ ７３ ７８ ７８ ８０
（６３）（５８）（４４）（７５）（５７）（７５）（６５）（７５）（２９）（７１）（７１）（８０）（６３）

�誠実性
③ ① ① ③ ② ②

６３ ６９ ８５ ６７ ５６ ７１ ６１ ５９ ５８ ６０ ４４ ５６ ７５
（６３）（５５）（６７）（５０）（５０）（５０）（６６）（５８）（８６）（５０）（７１）（８０）（７５）

	責任感
① ②

６０ ６０ ６２ ５０ ４４ １００ ６１ ６３ ６７ ５３ ６７ ３３ ７０
（６１）（５５）（７８）（２５）（５０）（５０）（６３）（６１）（５７）（７１）（８６）（８０）（５０）


一般常識 ３３ ２１ ２３ １７ １９ ２９ ３８ ４１ ４２ ３３ ４４ ２２ ４０
（４４）（４５）（６７）（２５）（２９）（７５）（４４）（３６）（２９）（５７）（４３）（６０）（５６）

�自立性 １９ １４ ８ － １９ ２９ ２２ ３１ ８ ２７ ２２ － ２０
（３１）（２３）（３３）（２５）（２１）（－）（３４）（３１）（４３）（３６）（２９）（２０）（３８）

�専門知識 １１ １４ － １７ １９ ２９ ９ １９ ８ ７ － － ５
（１１）（７）（－）（２５）（７）（－）（１２）（１４）（－）（１４）（－）（２０）（１９）


リーダーシップ １０ ７ － １７ ６ １４ １１ ９ ２５ ７ １１ － １５
（７）（３）（１１）（－）（－）（－）（９）（３）（７）（１４）（１４）（２０）（１３）

�地元出身者である ５ ５ － ３３ － － ５ ３ １７ － － １１ ５
（７）（７）（－）（２５）（７）（－）（８）（３）（７）（２１）（－）（－）（１３）

�公的資格がある ４ ５ － １７ － １４ ４ ９ － ７ － － －
（４）（－）（－）（－）（－）（－）（５）（３）（－）（１４）（－）（－）（１３）

�学業成績 ２ － － － － － ３ ６ － ７ － － －
（４）（－）（－）（－）（－）（－）（５）（６）（－）（７）（－）（－）（１３）

�その他 ３ ５ － １７ － １４ ２ － － － － － １０
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（－）（７）（－）（－）（６）

＜表６＞新卒採用実施企業の中途採用計画（n=142）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表７＞採用する際の重視項目（複数回答n=139）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表８＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=364）
（単位：％）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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今回の調査では、道内の人手不足感は４年ぶりに強まりました。ほとんどの業種で人手不

足の状況が続いており、新卒採用の不調や技術者の不足が大きな課題となっています。新卒

採用については、応募者が少ない、採用しても定着率が低いなどの悩みの声が聞かれまし

た。また、有資格者など即戦力を確保するため、中途採用に注力するという声も多く聞かれ

ました。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 現在の経営環境は厳し

く、人員は現状維持としたい。しかし、新卒

採用をしなければ年齢構成などに偏りが発生

し、将来的に人手不足や業績悪化を招く要因

となりうる。採用時から教育体制を充実さ

せ、幹部となる社員の育成に注力したいと考

える。（道南［レストラン］）

＜水産加工業＞ 特に大卒採用においては、

道外を含め幅広く自社に興味を持ってもらえ

るよう、情報発信することが重要になる。（道

東［水産缶詰］）

＜製菓業＞ 新規商品を開発し販売先を確保

しても、それに見合った人材の確保が追い付

かない。現在の従業員の残業が増える傾向に

ある。（札幌［洋菓子］）

＜製材業＞ 新卒採用は教育訓練、職場への

順応など未知の部分が多く、難しい。中小企

業の製造の現場に新卒採用の若者が馴染み、

定着する割合が極めて低い。（道北［梱包

材］）

＜製材業＞ 新卒採用は行いたいが、地方で

は就職を希望する学生が少なすぎるため、採

用ができない状況。中途採用も、都市部に比

べて魅力がないのか、ここ数年で極端に就職

希望者が減少している。（道東）

＜製材業＞ コロナ禍で売上が減少している

中で新卒採用は難しい。営業等の人材が不足

しており仕事も取れない状況下なので、新卒

に比べ育成に時間のかからない中途採用を進

めるしかない。しかし、売り手市場のためか

中々人が集まらない。（道央）

＜鉄鋼業＞ 今いる従業員の平均年齢を考え

た際、今後１０年間で新卒採用を進めない限

り、急激な人員不足に陥ることは必至であ

る。収益状況は悪く、負担も増えるが、雇用

はできるだけ前向きに検討していくしかな

い。（道東［建築鉄骨］）

＜金属製品製造業＞ 新卒採用は企業存続の

うえで必要だが、ある程度の能力に達するま

でには２～３年かかる。経済の見通しが立た

ない中での新卒採用は、零細企業にとっては

とても難しい問題である。昨今、物価の上昇

が続く中、製造業も厳しい状況にある。下請

け企業にとっては、労働条件の見直しや最低

賃金の上昇があっても、製品単価の値上げ交

渉をすることが困難な状況にある。（札幌［各

種金型］）

経営のポイント

新卒社員の定着率向上や、有資格者の確保が課題に
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜金属製品製造業＞ 当社に限らず、取引先

からも、中小企業は募集をかけても人が集ま

らず、採用できたとしても２～３年で離職す

るという話をよく聞く。よって、今後の新規

雇用は難しいと思われる。（道央）

＜金属製品製造業＞ 当社の場合、新卒採用

は行っているが、採用希望者は来てくれな

い。中途採用者の方が、仕事が面白いと考え

てくれることが多いようである。将来のため

に若い人材を育成したいのはやまやまだが、

定年を延長し、今いる社員により長く勤めて

もらうことを考えた方が良さそうである。（道

東）

＜機械器具製造業＞ 製造部門は、経験者の

中途採用が困難なので、新卒採用により人材

の確保・育成を進める方針としている。ま

た、少子高齢化社会の中で若年層の確保を進

めていかなければ会社の存続が危うくなると

考え、新卒採用に注力している。熟練工の技

能継承が課題であり、定年延長や継続雇用よ

りも優先順位が高い。（札幌［自動車車体］）

＜印刷業＞ 新型コロナウイルスの影響を受

け、売上高が大幅に減少している中での新卒

採用は難しい。コロナ禍が収まり、売上高が

回復しない限り、正直難しい問題である。（札

幌）

＜歯科技工業＞ 女性の歯科技工士が増加傾

向にあるため、出産・育児休暇が取得しやす

いようにポジティブアクションに取り組んで

いる。歯科技工士法に基づき、在宅勤務は法

的制限のかかっている業種ではあるが、今後

その制限が緩和されていくことを前提に設備

投資などの準備を進めている。（札幌）

＜建設業＞ 建設業は資格が大事である。通

常は高卒入社から必要な資格を取るまでに１０

年、独り立ち（稼げるようになる）までにさ

らに１０年。すなわち、現場を任せられるよう

になるまでに２０年近くを要する。頭数では人

員が充足していても、有資格者の人員は足り

ていない。毎年、少数でも採用を続けていく

ことが肝要である。（道東）

＜建設業＞ 職員の年齢構成の高齢化が進ん

でいるため、若返りを図りたいが、思うよう

に採用活動が進んでいない。今後、企業の合

併や技術者の共有などの需要が増えていくの

ではないか。（道南）

＜電気工事業＞ 新卒者については、直近３

年間の見通しよりも、５年先・１０年先を見越

した忍耐強い育成が必要と考えている。その

ため、中堅社員には今後の経営幹部への登用

を見据えた育成、高齢社員には若手社員への

フォロー・バックアップ能力を期待してい

る。（札幌［電気設備］）

＜住宅建築業＞ ５年後、１０年後を見据えた

時に次世代の社員が必要と思われるため、新

卒社員などの若手人材が必要ではあるが、募

集に対して応募が非常に少ない。（道央）

＜土工工事業＞ 業務効率化による必要人員

の減少に伴い、新卒採用の人数は年々減少傾

向にある。一方で社員の高齢化が進んでお

り、スキルの伝承と年齢構成のバランスが課

題である。ベテラン社員退職後の即戦力補充

として、中途採用は継続する。（道央）

＜食料品卸売業＞ 若年層の企業選択基準に

おいて、土日や早朝、深夜勤務のない仕事へ

経営のポイント
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７．小売業

８．宿泊業

９．その他非製造業

の志向が進んでおり、当社業界（卸売市場）

の勤務時間をアピールするのは厳しいものが

ある。（道北［水産・農産物卸］）

＜事務用品小売業＞ ここ数年、欠員補充と

しての中途採用を行ってきたため、社員の年

齢構成が高くなっている。そのため、今後は

新卒採用も行っていく予定である。会社の将

来を担える人材を採用していきたい。（札幌）

＜宝石店＞ 激しく変化する事業環境である

からこそ、たとえ大変でも将来の幹部候補と

して毎年新卒社員を採用していくべきと考え

ている。生え抜きの経営層が出てくること

は、社員のモチベーション向上にもつなが

り、組織活性化も図っていけるものと考え

る。そういった新卒採用の意義の醸成が、現

経営層には今後求められていく。（札幌）

＜リサイクルショップ＞ 人生経験が求めら

れる仕事で、新卒者では教育に時間がかかり

すぎるので、中途採用を考えている。終わり

の見えないコロナ禍ではSNSを活用した業務

を強化し、ランニングコストを抑え人件費を

厚くしていく方針である。（道北）

＜自動車販売店＞ 整備士の採用は難しいた

め、業績にかかわらず定期採用を行いたいと

考えている。今後販路拡大や新規事業を考え

る上で直接人員の増員は考えるが、DXの活

用で間接人員の減員を行いたい。（道東）

＜観光ホテル＞ 業種柄、新卒者の定着率は

依然として低く、採用数が減少する中で重大

な経営課題と認識している。（道東）

＜観光ホテル＞ コロナ禍以前は海外からの

新卒・中途採用を積極的に行っていたが、現

在は外国人労働者が入国できずにいる。入国

制限が緩和され次第、外国人採用を再開した

い。（道央）

＜観光ホテル＞ コロナ禍では人員削減を進

めてきたが、将来の宿泊需要回復を見込み、

採用人数を増やしている。観光や飲食の求人

が全体的に少ないためか、これまでに比べて

多くの応募があった。人件費は増えるが、人

材確保の好機ととらえている。（道北）

＜廃棄物処理業＞ 営業・管理系は新卒採用

を検討するが、資格が必要となる現場部門は

即戦力として有資格者の中途採用が増える。

また、伸ばしたい（あるいはこれから伸びる

であろう）部門の人員補充が優先となる。（道

央）

＜建設コンサルタント＞ 将来に備えた人材

の確保を目指しているが、調査・分析部門の

応募は毎年多数あるものの、測量・設計部門

では応募が少ない。せっかく良い人材に内定

を出しても、後日公務員試験に合格して入社

を辞退されるケースが散見される。また、IT

部門ではシステムエンジニア候補の人材が札

幌など道央圏に集中しており、地方部にある

弊社では応募者の確保に苦慮している。（道

東）

＜建設コンサルタント＞ ベテラン社員の退

職による技術ノウハウの喪失を避けるため、

新卒採用・中途採用を適切に実施していく予

定。ベテランの抜けた穴を一人の新人で補う

ことは不可能なので、人員の増加は避けられ

ないと感じる。（札幌）

経営のポイント

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年６月号
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― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

写真１ 日本基督教会北一条教会 写真２ 藤学園キノルド館 写真３ 王子サーモン館

はじめに

筆者は、北海道大学を退職した２０１２年に、NPO歴史的地域資産研究機構を設立した。大学在職

中に研究室や個人で対応してきた市民からの歴史的建造物に関わる相談窓口が無くなっては困る

という多くの方の声に後押しされての設立である。

当時、歴史的建造物や近代化遺産、産業遺産などを含む、歴史的資産の保存活用の重要性が全

国的に認識され、北海道でもそれらの保存活用への動きは少なからず起きていたものの、一方で

多くの貴重な資産を失う状況でもあった。

札幌に限っても、日本基督教会北一条教会（１９２７年竣工、１９７９年解体、写真１）、藤学園キノ

ルド館（１９２４年上棟、２００１年解体、写真２）、王子サーモン館（旧ホルスタイン会館、１９４９年竣

工、２０１２年解体、写真３）などが失われてきた。建物資産だけでなく、貴重な設計図類や写真、

建築関連書類のほか、地域のくらしや文化を感じさせるもの、地域の顔となっているもの、住民

から愛され、愛着をもって地域の誇りとなっているものなども、保存の必要性・重要性が十分に

認識されないままに、多くが消失や崩壊の危機にさらされていた。

こうした状況に少しでも歯止めをかけたいとの想いから、歴史的地域資産データの一元化、歴

史的地域資産の調査・研究・評価、改修修復事業への助言や専門的判断などの相談窓口や体制づ

くり、建築アーカイブの構築などを行い、まちづくりや地域づくりの支援や学術・文化の発展・

振興への寄与などを目的として設立した。筆者は、建築家田上義也（１８９９～１９９１）の戦前期の図

面５００数点や帝国ホテル１階平面図等の貴重な図面類、作品竣工写真、田上蔵書等を田上家から

寄託されており、さらに引き取り手を失った多くの棟札も集積し、これらの保存収蔵と公開も本

機構を立ち上げる大きな原動力となっている。

法人設立認証申請を同年５月に終え、設立総会を同年７月に開催したものの、法人認証は１１月

となり、やっと１２月４日に特定非営利活動法人歴史的地域資産研究機構（略称れきけん）の登記

が完了した。建築アーカイブとれきけん事務所は、現在は札幌駅近くの加森ビル③３階（中央区

北４条西４丁目１番地）に構えている。

歴史的地域資産の保存活用と地域づくり
特定非営利活動法人歴史的地域資産研究機構

代表理事 角 幸博

寄稿
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寄稿

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

歴史的地域資産

歴史的地域資産とは、「人類の文化的活動によって生み出された建造物、遺跡、美術品、音

楽、演劇などの有形、無形の歴史的な価値を有する文化的所産や人間の営み」１の総称である。

文化財の指定や登録の有無に関わらず、歴史的・文化的価値が高く、良好な状態で後世に継承し

ていくべき建造物・歴史資料・土木構築物・遺跡・芸能・美術工芸品・街並み・伝統文化・郷土

資料・道路・樹木などを指すと考えても良いだろう。意識的に地域を入れているのは、北海道の

みならず、大学在職中の１９９６年から２０１１年にかけて毎年、日本期の建築について訪問調査してき

たサハリンなども念頭に、北方圏を意識しての命名であった。

歴史的地域資産の一つに文化財がある。有形文化財（重要文化財（建造物、美術品、古文書な

ど）、指定文化財（建造物、美術品）、登録有形文化財（建造物、美術品））や無形文化財（演

劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産）、民俗文化財（衣食住、生業、信仰、年中行事

等の風俗習慣、民俗芸能、民俗技術およびこれらに用いられる衣服、器具、家屋その他）、記念

物（貝塚、古墳、都城跡、城跡、旧宅などの遺跡（うち歴史・学術上価値の高いものは国史

跡）、橋梁、峡谷、海浜、山岳などの名勝ほか、動物、植物、地質鉱物などの自然の産物）、文化

的景観（地域における人々の生活または生業、および当該地域の風土により形成された景観

地）、伝統的建造物群（周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物

群）などが挙げられるが、他にも世界遺産や無形文化遺産、日本遺産、北海道遺産、近代化産業

遺産、札幌景観資産、匠の技など、その範囲は多岐にわたる。それらはいずれも、地域の魅力や

価値の構成要素の一つであり、豊かな社会を作っていく上で必要な資産ということができる。

以降は、筆者の専門分野から、歴史的建造物周辺について話を進めていきたい。

重要文化財と国指定史跡

本年２０２２年２月９日、旧三井銀行小樽支店本館・附属家２棟（公益財団法人似鳥文化財団所

有、写真４）とニッカウヰスキー余市蒸溜所施設１０棟（事務所棟、蒸溜棟、貯蔵棟、リキュール

工場、第一乾燥塔、第二乾燥塔、研究室・居宅、旧事務室所、第一貯蔵庫、第二貯蔵庫および附

指定３棟、写真５）が重要文化財に指定された。

ニッカウヰスキー余市蒸溜所は、日本のウイスキーの父と呼ばれる竹鶴政孝が創業したウイス

キー蒸溜施設である。原材料の加工から仕込み、発酵、濾過、蒸溜、貯蔵まで、昭和１０年代に建

設された我が国最初期のウイスキー製造施設が一連で残されている点、また現役で稼働している

点で、近代産業遺産として歴史的価値が高いと評価された。また、ヨーロッパ中世の城砦をイ

メージさせる事務所棟正門や、赤いとんがり屋根と石造の外壁が特徴的な第一・第二乾燥塔や第

一・第二貯蔵庫、ドイツ壁仕上げの木造洋館など、敷地内に分散する施設群が、調和のとれた統

一的外観で整えていることも評価された。本指定に際しては、「れきけん」が余市町から受託し

２０１９年と翌２０年に実施した調査報告書が一定の役割を担うことができた。

重要文化財は、重文とも略称され、日本に所在する建造物、美術工芸品、考古資料、歴史資料

等の有形文化財のうち、歴史上・芸術上の価値の高いもの、または学術的価値の高いものとして

文化財保護法に基づき、文化審議会の答申を受け、文部科学大臣が指定して保存を図る文化財で
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寄稿

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

写真４ 旧三井銀行小樽支店本館 写真５ ニッカウヰスキー余市蒸溜所 第一・第二乾燥塔

ある。北海道には、上記２件を含めて重文建造物は３３件所在する。

そのうち筆者が関わったものは、函館の遺愛学院本館（遺愛女学校本館、１９０８（明治４１）年、

函館市）、旧相馬家住宅２棟（主屋（１９１１（明治４４）年頃）、土蔵（明治中期））、旧函館区公会堂

（本館（１９１０（明治４３）年）、附属棟（同））、網走市の旧網走監獄３棟（写真６）（庁舎、舎房及び

中央見張所、教誨堂（いずれも１９１２（明治４５）年））、旧網走刑務所二見ヶ岡刑務支所（二見ヶ岡

農場）５棟（写真６）（庁舎（１８９６（明治２９）年）、舎房（同）、教誨堂及び食堂（１９２６（大正１５）
けん さ ふ ちゃくしょ

年）、鍵鎖附着所（１９３０（昭和５）年）、炊場（１８９６（明治２９）年））、札幌の旧札幌控訴院庁舎

（１９２６（大正１５）年、写真７）、豊平館（１８８０（明治１３）年）、北海道庁旧本庁舎（１８８８（明治

２１）年）、小平町の旧花田家番屋（１９０５（明治３８）年）などがある。このうち旧網走監獄、旧網

走刑務所二見ヶ岡刑務支所や旧相馬家住宅の指定では「れきけん」の調査報告書も一翼を担うこ

とができた。

国史跡は、北海道には５５件所在する。建造物関連からいくつか列記すると、琴似屯田兵村兵屋

跡（札幌市）や、「都城跡・国郡庁跡・城跡・官公庁・戦跡その他政治に関する遺跡」の、開拓

使札幌本庁本庁舎跡および旧北海道庁本庁舎（札幌市）や四稜郭（函館市）、松前氏城跡・福山

城跡・館城跡（松前町・厚沢部町）、茂別館跡（北斗市）など、「交通施設・通信施設・治山又は

治水施設・生産施設・その他経済・生産活動に関する遺跡」の旧歌棄佐藤家漁場（寿都町）、旧

奥行臼駅逓所（別海町）、旧島松駅逓所（北広島市）、旧下ヨイチ運上家（余市町）、旧余市福原

漁場（余市町）、旧留萌佐賀家漁場（留萌市）、「社寺跡又は旧境内その他祭祀信仰に関する遺

跡」の国泰寺跡（厚岸町）、善光寺跡（伊達市）、「墳墓・碑」の松前藩主松前家墓所（松前町）

などが挙げられる。

うち、旧歌棄佐藤家漁場では、２０２１（令和３）年８月から保存活用計画策定委員会委員長とし

て、旧奥行臼駅逓所では、保存管理計画策定委員会委員長（２０１２～２０１４年）、整備検討委員会委

員長（２０１４年～現在）、旧島松駅逓所では、保存活用計画策定会議委員会座長（２０１８年９月～

２０１９年１２月）、整備基本計画検討委員会座長（２０２０年９月～現在）として関わっている。
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

写真６ 博物館網走監獄の重要文化財航空写真 写真７ 旧札幌控訴院正面外観

登録有形文化財

国や自治体が「指定」する文化財保護制度とは別に、所有者が自ら申請することで文化財の制

度にのっとって「登録」される有形文化財もある。１９９６（平成８）年の文化財保護法改正で、登

録有形文化財が制度化され、また２００６（平成１８）年からは美術工芸品の分野でも登録が始まっ

た。

２０２１（令和３）年１０月２８日時点で、建造物の登録は１万３，２７６件、北海道では１４６件（２０２２年２

月現在）ある。登録有形文化財の件数は、例えば、主屋・蔵・門・塀などで構成される住宅など

では、それぞれ１件と数えるので４件となるし、駅舎では本屋とプラットフォームで２件とな

る。

登録有形文化財（建造物）の登録基準は、「建設後５０年を経過している」もので、かつ「国土

の歴史的景観に寄与している」「造形の規範となっている」「再現することが容易でない」の三つの

条件のうち、いずれかに当てはまるものとされている。

登録希望の場合には、所有者と地元自治体の教育委員会との連絡・調整を経て、専門家による

調査を行ったうえで文化庁に申請する。申請の際には専門家の所見も必要とされ、筆者が関わっ

た物件として、網走市立郷土博物館本館・新館（２０１９年１２月登録、写真８）、遠藤家住宅表門・

主屋・蔵・北石蔵・南石蔵・塀（札幌市、２０１４年１０月登録）、大野家住宅主屋（旧大野組事務所

兼主屋、士別市、２０１９年１２月登録）、黒田家住宅主屋・蔵・表門・石塀（２０１０年９月登録）、札幌

市旧三菱鉱業寮（２０１９年９月登録、写真９）、伝成館（旧北海道農事試験場根室支場庁舎、中標

津町、２００９年８月登録）、中標津町郷土館緑ヶ丘分館（旧北海道農事試験場根室支場陳列館、

２００９年８月登録、写真１０）、北海道立根釧農業試験場（旧北海道農事試験場根室支場）種苗倉

庫・農具庫（中標津町、２００９年８月登録）、博物館網走監獄裏門・裏門哨舎・眼鏡橋入口哨舎、

眼鏡橋出口哨舎、�瓦造独居房（２０１２年８月登録）、プレーリー・ハウス（旧佐田邸、函館市、
２０００年４月登録）や、現在重要文化財となっている札幌資料館（旧札幌控訴院）やニッカ余市蒸

溜所諸施設が登録の際にも関わることができた。

登録有形文化財の登録を市民に勧める際に、そのメリットを問われることも多い。保存・活用

のために必要な設計管理費の１／２の補助や地価税１／２の減税、建造物とその敷地（ただし全

敷地ではなく水平投影面積部分くらい）の「相続財産評価額」の３／１０控除、固定資産税の１／２
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写真８ 網走市立郷土博物館本館・新館 写真９ 旧三菱鉱業寮 写真１０ 中標津町郷土館緑ヶ丘分館

軽減などが記されているものの、所有者にとってのメリット感は薄い。登録対象の多くは、これ

までに維持管理に注いできたエネルギーと経費は莫大なものである。が、その対価としてのメ

リット感が、いまひとつ不足と感じられるのかもしれない。

観光施設や商業施設の場合には、官報告示されることや文化庁のホームページに掲載されるこ

とによるメリットはあるだろうし、国（文化庁）から交付される登録証は、所有者ばかりでなく

広く市民に共有の財産であるという意識啓発には大きく役立っていると思うが、こうした精神的

メリットが個人所有者にも十分に理解される方策が課題として残されている。

歴史的地域資産の価値

歴史的地域資産は、建物そのものの建築年代が古いこと、建築様式などにその時代の特徴があ

ること、また建物だけではなく、地域固有のくらしや文化を物語っているもの、樹木、土木構造

物など幅広いものが対象となっているが、これまでに建物の所有者や使用者から、「残す価値が

あるのか」とか、「残すためのしかるべき理由が欲しい」という要望も多く寄せられた。

市民が歴史的地域資産の価値を見出す手法として、「れきけん」では、ホームページ２上に「れ

きけん活用ガイド」を公開しており、以下の６つの視点（歴史的価値、地域的価値、文化・芸術

的価値、環境的価値、活用価値、思い入れ価値）を提案している。それらのチェックシートの項

目の一つでも、また複数当てはまれば、ひとまず価値ありと評価できるわけである。

■歴史的価値：建築物であれば、建設年代（築５０年以上）が古いことで生じる価値を基本とす

る。また特別な由緒・由来がある、特徴的な工法や材料が用いられている、再現が容易でない技

術、技能が用いられている、著名な設計者や施工者、職人の関わりがある、入植者の母村の建築

様式でつくられている、地域材料を使った建築物なども評価の対象となる。

■地域的価値：漁村住宅、農村住宅、都市部の文化住宅や工場施設などの近代化遺産など、地域

の歴史と密接に関わる施設や環境として評価されるもので、市街地形成の歴史を物語る、地域固

有の建築種別の典型例となっている、産業と地域の発展に寄与している、地場産業の歴史を伝え

る、地域の歴史と密接に関わっている、入植者の母村に伝わる郷土芸能等が残っている、などが

基準である。

■文化・芸術的価値：文化的価値は、歴史的地域資産の背景となるくらしや地域にあるもので、

まちの成立やくらし文化を物語っている、地域固有の素材が活かされている、特徴的な景観を形

成している、などを指す。芸術的価値は、外観・内観の意匠やデザインが優れている、構造物と

しての魅力や迫力があるなど、その時代の空間表現や構造美、造形美などを指している。
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これらの客観的な価値は、専門家の判断も必要だが、絵やスケッチ、写真におさめたくなる魅

力など、主観的、心情的評価も基準の一つとなる。

■環境的価値：並木や防風林が特徴的な街なみや田園景観を形成し、ランドマークとしての役割

を果たしているなど、周囲の景観や良質な居住環境形成に寄与しているものである。具体的に

は、特徴的な地域景観や居住環境を提供している、豊かな緑環境を提供している、地域景観のラ

ンドマークとなっている、地域の歴史を物語っている、などである。

■活用価値：歴史的地域資産が、まちや地域のイメージを高めるものとなっており、具体的に、

文化・コミュニティ施設として活用されている、商業、飲食施設に転用されている、住民の憩い

の場となっている、観光名所となっている、地域ブランドとなっている、商品開発などの経済活

動に利用されている、などである。

■思い入れ価値：歴史的地域資産は、そのものの価値に加え、地域の人々が愛着をもって保存や

活用の取り組みをしていることも重要である。住民が保存活動をしている、特別な愛称で呼ばれ

ている、絵画や写真の題材となっている、まちづくりや地域活性化のきっかけや拠点となってい

る、地域住民に深く愛されているなど、地域のくらしを支えるものとしても評価できる。

さらに、「将来資産」の発掘と保存活用の推進も今後は必要であろう。現段階ではまだ歴史が

浅く、法や条例による指定はされていないものでも、時間の経過とともに歴史的価値が高まって

くるものもあり、築５０年経ていないものでも、地域の誇りとなって愛されているもの、地域コ

ミュニティや観光の拠点となっているもの、さらには日本建築学会賞、北海道建築賞、赤れんが

建築賞、公共建築賞、JIA（日本建築家協会）日本建築大賞、JIA優秀建築賞、DOCOMOMO Ja-

pan３選定建築などで顕彰された建築なども、客観的評価基準の一つということができる。

北海道遺産活用活性化実行委員会

これまでに述べてきた文化財や歴史的地域資産の発掘や評価、登録有形文化財の所見作成など

に関わる人材は、北海道のような広大な地域では多ければ多いほどきめ細かな対応ができると考

えるが、全国ではヘリテージ・マネージャーという専門職の育成が先行していた。

北海道でも、２０１４（平成２６）年からヘリテージ・マネジメント専門職育成講座を開講してい

る。文化庁の文化遺産を活かした活性化事業「北海道文化遺産活用活性化計画」が採択され、特

定非営利活動法人歴史的地域資産研究機構と北海道文化財保護協会、北海道建築士会の３者

（２０２１年から特定非営利活動法人オホーツク自然・文化ネットワークが参加）が組織を越えて

「北海道文化遺産活用活性化実行委員会」（筆者会長）を組織し協働して事業を進める体制を創設

した。

ヘリテージ・マネージャーは、歴史的建造物の保全活用に係る専門家のことで、建築士会を中

心に、当時（２０１４年４月現在）すでに兵庫県、愛知県、三重県、徳島県、大分県、熊本県ほか１３

県で育成講座が開始されていたが、北海道ではヘリテージ・マネジメント専門職を、ヘリテー

ジ・アドバイザー、ヘリテージ・マネージャー、ヘリテージ・コーディネーターの３者で構成す

る他の都府県にはない取り組みをしている。

ヘリテージ・アドバイザーは、ヘリテージ・マネージャー（以下マネージャー）やヘリテー
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ジ・コーディネーター（以下コーディネーター）の養成を行う講師陣や専門家で、各種案件のア

ドバイザーとして、マネージャーやコーディネーターの相談を受け指導する役割を果たし、マ

ネージャーは、文化遺産および歴史的建造物、歴史的地域資産等の修理技術や活用手法、歴史文

化遺産を活かしたまちづくり等に関する専門知識や登録有形文化財の評価書作成までのスキルを

有する者で、保存活用に向けた提案をアドバイザーと連携してマネジメントできる建築士や技術

士、技能士、学芸員ほか文化財行政に従事する人材、コーディネーターは、保存活用に向けた提

案をアドバイザーやマネージャー、各種専門家と連携可能な市民も含めた人材とした。

マネージャーの育成時間は６０時間、アドバイザーは３０時間と、いずれも土、日曜日のハードな

講習であるが、これまでにマネージャー１２８名、コーディネーター５３名、合計１８１名の登録がなさ

れている。本講座を経て、歴史的地域資産の価値や保存活用のためのスキルを有する建築士や市

民が北海道の各地域で増加し、各地の資産を活性化し、次世代につなぐための大きな力となるこ

とが期待されている。幸い本年度も文化庁の補助事業として採択されたものの、近い将来には自

己経費で従来の水準を維持しつつ本事業を継続する必要があり、その運営方策が今後の大きな課

題である。

歴史的地域資産を活かした地域づくり～結びにかえて

以上、歴史的地域資産をめぐる最近の動向の一端に触れてきたが、歴史的地域資産への理解は

まだまだ十分とはいえない。これまでに「江差町歴史文化基本構想」（２０１７年）、「寿都町歴史文化

基本構想」と「上ノ国町歴史文化基本構想」（２０１８年）、「小樽市歴史文化基本構想」（２０１９年）、「札

幌市文化財保存活用地域計画」（２０２０年）などが策定され、「北海道文化財保存活用大綱」（２０２０

年）も策定されている。「文化財保存活用地域計画」では、地域の歴史的資産と地域づくりとが明

確に関連づけられ、文化財が地域づくりに大きな力を発揮する期待も高まっている。

歴史的地域資産の保存活用によって、誇りや愛着の持てる故郷を活性化し、観光や交流により

活力あるまちづくりを推進することができること、歴史・文化資産を読み解き、故郷の魅力を見

出すことができること、歴史・文化資産の再生・活用により土地の記憶を次世代に継承すること

ができること４など、地域づくりの根幹となるものである。

地域が、自分たちの有する歴史的地域資産（宝物）の価値に気づき、それを誇りにし、さらに

次世代につなげることができれば、それらにふれあうリピーターも現れ、そこに交流が生まれ、

まちの活力・活性化に繋がっていく。言うなれば、歴史は地域再生の根源であり、守ることは創

ることでもある。さらにはSDGsの目標にもかなうものともいえる。そうした観点こそが、地域

創生の大きな力になり、今後の地域づくりの要となることを再認識したいものである。

注記
１Wikipedia「文化遺産」を引用編集。
２https : //nporekiken.com/参照。
３DOCOMOMOの日本支部で筆者も会員。DOCOMOMOは、International Working Party for Documentation and
Conservation of buildings, sites and neighborhoods of the Modern Movementの略称で、１９８８年に設立された近代建
築の記録と保存を目的とする国際学術組織。

４『歴史・文化資産を活かした復興まちづくりに関する基本的考え方』（２０１２年、国土交通省都市局）参照。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 p８８．９ ６．７ ９５．５ ５．８ p８９．６ ７．６ ９３．３ ４．６ p８８．０ ３．２ ９７．７ ６．８

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．３ ２．６ ８７．７ ３．９ ９４．５ １．６ ８８．０ △４．０ ９４．５ △１．６
４～６月 ９０．１ ３．３ ９６．５ ０．２ ９２．８ ５．８ ９５．３ ０．８ ８６．７ △１．５ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．７ ０．７ ９４．７ △１．９ ９１．９ △１．０ ９２．２ △３．３ ８８．７ ２．３ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８５．９ △５．３ ９４．９ ０．２ ８６．０ △６．４ ９２．４ ０．２ ８８．８ ０．１ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 p８９．２ ３．８ ９５．７ ０．８ p８８．２ ２．６ ９２．９ ０．５ p９０．７ ２．１ １００．９ １．０
２０２１年 ３月 ８７．６ ０．５ ９７．３ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．７ ８８．０ △１．３ ９４．５ ０．０

４月 ８９．７ ２．４ ９８．４ １．１ ９２．０ ３．４ ９６．０ １．３ ８７．３ △０．８ ９４．７ ０．２
５月 ８９．２ △０．６ ９２．３ △６．２ ９２．８ ０．９ ９３．５ △２．６ ８７．７ ０．５ ９４．２ △０．５
６月 ９１．３ ２．４ ９８．９ ７．２ ９３．５ ０．８ ９６．５ ３．２ ８６．７ △１．１ ９５．７ １．６
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △０．８ ９４．９ １．５ ９６．１ △０．４ ８７．５ ０．９ ９５．４ △０．３
８月 ９０．７ △３．４ ９６．２ △１．９ ９１．８ △３．３ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．２ ９５．３ △０．１
９月 ８７．５ △３．５ ８９．９ △６．５ ８８．９ △３．２ ８６．９ △７．２ ８８．７ １．６ ９７．９ ２．７
１０月 ８６．２ △１．５ ９１．８ ２．１ ８７．０ △２．１ ８９．１ ２．５ ９０．５ ２．０ ９８．４ ０．５
１１月 ８５．９ △０．３ ９６．４ ５．０ ８６．２ △０．９ ９３．９ ５．４ ８９．９ △０．７ ９９．８ １．４
１２月 ８５．７ △０．２ ９６．６ ０．２ ８４．８ △１．６ ９４．１ ０．２ ８８．８ △１．２ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．７ ３．５ ９４．３ △２．４ ８８．２ ４．０ ９２．７ △１．５ ９２．８ ４．５ ９９．２ △０．７
２月 r ８８．１ △０．７ ９６．２ ２．０ r ８７．９ △０．３ ９２．７ ０．０ r ８９．０ △４．１ １０１．３ ２．１
３月 p９０．８ ３．１ ９６．５ ０．３ p８８．６ ０．８ ９３．３ ０．６ p９０．７ １．９ １００．９ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９４９△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１２ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
２０２１年 ３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７００ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８１ △２．２

４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２５ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２１△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

ｏ．３１０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２５　主要経済指標  2022.05.19 15.48.51  Page 22 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２２５ １１．１ ６７，３１１ △７．３ １７，３４５ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６４４ ３．３
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７△２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
２０２１年 ３月 １４，８７４ １４．５ ４，４２３ １３．９ ２０，９５６ △１１．１ ５，９５１ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３０ ０．３

４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２９ １４．８ ２３，４２６ １．１ ６，００２ △３．０ １２，８１８ ４．５ ３，０３３ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８３０ ０．９ ２２，６７５ △２．０ ６，１７８ １．８ １４，４８５ △３．２ ３，２２６ △４．８
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７９５△１９．７ ２４，４２３ △１．４ ６，１７０ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３０ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
２０２１年 ３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０

４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

ｏ．３１０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２５　主要経済指標  2022.05.19 15.48.51  Page 23 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ １１．２
２０２１年 ３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０

４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
２０２１年 ３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２

４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年６月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４
２０２１年 ３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ３．０ ２．７

４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ － ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ － ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ － ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
２０２１年 ３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９

４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年６月号

ｏ．３１０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２５　主要経済指標  2022.05.19 15.48.51  Page 25 



ほくよう
調査レポート

2022

6

No.310

●道内経済の動き

●２０２２年 道内企業の雇用動向と新卒採用

●寄稿
歴史的地域資産の保存活用と地域づくり
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